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孤独・孤立対策ウェブサイト

〇 孤独・孤立で悩んでいる方向けに、孤独・孤立に関する各種支援制度や相談先を一元化し、
情報発信するウェブサイトを作成。（18歳以下向け：2021年８月～、一般向け：2021年11月～）

〇 チャットボット（自動応答システム）により、相談者を適切な支援制度や相談先へご案内する
とともに、孤独・孤立で悩んでいる方が声を上げやすくなるコンテンツを掲載。

作成にあたって、ＮＰＯ法人、ソーシャルメディア事業者等で構成される

企画委員会で内容等について検討。

＜主な機能・取組＞

（１）チャットボット（自動応答システム）の導入

・自動応答により相談者を適切な支援制度や相談先へ案内

・関係府省の支援制度や相談窓口をあわせて約150をカバー

（２）チャットボット利用結果をPDF様式で出力可能

・利用者の備忘録、自治体の相談窓口等において自らの状況を説明する手助け

（３）孤独・孤立で悩んでいる方が声をあげやすくなるコンテンツを掲載

・悩みを抱えている人の質問と回答、専門家のヒント、メッセージ、キャンペーンなど

（４）子ども用の専用ページを開設

（５）外国語のページを開設（10言語、2023年3月公開）

（６）市区町村の支援制度の手続き情報につなげることが可能に（2023年５月～）

・チャットボットの利用結果からマイナポータル「ぴったりサービス」への接続実施

（７）携帯電話事業者との連携によるプッシュ型での情報発信の取組

・携帯電話料金の支払いが遅れている方に対する案内（SMS又はメール）の中で、孤独・孤立対策ウェブサイトを紹介

（2023年８月より、４大携帯キャリアで連携実施（ソフトバンクとは、2023年２月より先行して連携開始））

概要
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○ 住民に身近な存在である地方公共団体において、官・民・ＮＰＯ等の関係者の連携を進

めるため、プラットフォームを設置した上で、その連携・協働の下、孤独・孤立対策に取り組む活

動を支援する事業。

○ 官民連携プラットフォームのモデル構築と、その成果を全国に共有することで、各地域の実情

に応じた官民連携による孤独・孤立対策を推進。

※令和４年度実績 29団体（都道府県・政令指定都市 12団体、市区町村 17団体）

地方版「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」の推進

〇 地方公共団体の実情に応じて、プラッ

トフォームを設置。構成団体は、新たな社

会的なつながりを支援する団体を中心に

選出。

〇 国は委託事業者とともに、地方公共団

体の活動をきめ細かく側面から支援し、

調査・分析を実施。

地域の実情に応じ実施

➢ 官民連携プラットフォームの構築 ◎

➢ 孤独・孤立に関する普及活動 ◎

➢ 支援団体間の連携による試行的事業 ◎

➢ 当該地域における孤独・孤立の状況把握

➢ 地域における担い手の把握・見える化

➢ 人材確保・育成を目指す研修実施 など

実施体制 実証事業

地方公共団体の孤独・孤立対策の取組を強化
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地方版 「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」 推進事業 取組状況
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令和５年度 15団体

（ ■：都道府県・政令指定都市 ５団体 □：市区町村 10団体）

令和４年度 29団体

（ ■：都道府県・政令指定都市 12団体 □：市区町村 17団体）

※令和５年度は、申請時に先進性が認められた北海道（道内各地域でのPFの形成）、

登別市（サポーター養成事業の実施）、鳥取市（連携中枢都市圏での実施）、

北九州市（ＮＰＯ等支援団体に事務局機能を移管）の４団体が2年目として実施。
■北海道 ※2年目

□釧路市
□登別市 ※2年目

■青森県

■熊本市
□宇城市

□山形市
□鶴岡市

□伊勢市
□名張市■大阪府

□枚方市

□三原市
□尾道市
□府中市
□福山市 ■埼玉県

■岐阜県

■滋賀県

■京都市
■鳥取県
□鳥取市
※2年目

■徳島県■愛媛県
□宇和島市

■北九州市
※2年目

■福岡市 □市原市

□鎌倉市
□座間市

□笠岡市

□津久見市

□須坂市
□飯山市

■仙台市■富山県

□生駒市

※赤字は、令和5年度取組団体

□江東区
□品川区

□春日井市
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孤独・孤立対策推進法の概要

概要

１．基本理念
孤独・孤立対策（孤独・孤立の状態となることの予防、孤独・孤立の状態にある者への迅速かつ適切な支援その他孤独・孤立の状態から脱却

することに資する取組）について、次の事項を基本理念として定める。
① 孤独・孤立の状態は人生のあらゆる段階において何人にも生じ得るものであり、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図ること
が重要であること。

② 孤独・孤立の状態にある者及びその家族等（当事者等）の立場に立って、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われること。
③ 当事者等に対しては、その意向に沿って当事者等が社会及び他者との関わりを持つことにより孤独・孤立の状態から脱却して日常生活及び
社会生活を円滑に営むことができるようになることを目標として、必要な支援が行われること。

２．国等の責務等
孤独・孤立対策に関し、国・地方公共団体の責務、国民の理解・協力、関係者の連携・協力等を規定する。

３．基本的施策
・ 孤独・孤立対策の重点計画の作成
・ 孤独・孤立対策に関する国民の理解の増進、多様な主体の自主的活動に資する啓発
・ 相談支援（当事者等からの相談に応じ、必要な助言等の支援）の推進
・ 関係者（国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者等）の連携・協働の促進
・ 当事者等への支援を行う人材の確保・養成・資質向上
・ 地方公共団体及び当事者等への支援を行う者に対する支援
・ 孤独・孤立の状態にある者の実態等に関する調査研究の推進

４．推進体制
・ 内閣府に特別の機関として、孤独・孤立対策推進本部（重点計画の作成等）を置く。
・ 地方公共団体は、関係機関等により構成され、必要な情報交換及び支援内容に関する協議を行う孤独・孤立対策地域協議会を置くよう努める。
・ 協議会の事務に従事する者等に係る秘密保持義務及び罰則規定を設ける。

施行期日 令和６年４月１日

趣旨

近時における社会の変化を踏まえ、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えることにより、又は社会から孤立していること
により心身に有害な影響を受けている状態にある者への支援等に関する取組について、その基本理念、国等の責務、施策の基本と
なる事項及び孤独・孤立対策推進本部の設置等について定める。

→ 「孤独・孤立に悩む人を誰ひとり取り残さない社会」、「相互に支え合い、人と人との「つながり」が生まれる社会」を目指す
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